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留学生の卒業後等における教育機関の取組等について

平 成 ２ ７ 年 １ 月

法 務 省 入 国 管 理 局

日本を世界により開かれた国とし，アジア，世界との間のヒト，モノ，カネ，

情報の流れを拡大する「グローバル戦略」を展開する一環として２０２０年を

目途に留学生受入れ３０万人を目指した「留学生３０万人計画」の実現に向け

て，関係省庁が連携して様々な取組を行っているところ，留学生の増加によっ

て，不法残留者が増加することとならないよう取り組んでいかなければなりま

せん。

ついては，留学生を受け入れている教育機関におかれては，関係省庁と連携

して不法残留の発生等を防止する観点から，留学生の卒業後等における教育機

関の取組や所在不明となった留学生の取扱いについて，以下のとおり取組等を

行っていただくようお願いします。

１ 留学生の卒業後等における教育機関の取組について

教育機関は，留学生の受入れに当たり適切な入学者選抜を行うとともに，

受け入れた留学生に対し責任をもって在籍管理や生活指導を行うことが求め

られる。また，卒業や退学等によって留学生の受入れを終了する際又は終了

した後においては，次のような取組が求められる。

（１）進学を希望する留学生については，進学先教育機関の入学事実の確認並

びに当該教育機関の名称（学部・学科等名を含む。）及び所在地の把握に

努める。

（２）就職を希望する留学生については，就職先の内定事実の確認並びに就職

先機関の名称及び所在地の把握並びに当該就職に係る在留資格変更許可申

請を行ったことの確認に努める。

（３）進学又は就職以外の目的をもって本邦に在留することを希望する留学生

については，当該目的に係る事実の確認及び当該目的に係る在留資格変更

許可申請を行ったことの確認に努める。

（４）帰国を希望する留学生（出国準備のための「短期滞在」又は「特定活動」

の在留資格をもって在留する者を含む。）又は進路が明らかでない留学生

については，帰国の指導及び出国した事実の確認に努める。

（５）留学生が継続就職活動を目的とする「特定活動」の在留資格をもって引
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き続き本邦に在留する場合には，当該在留資格への在留資格変更許可申請

やその後の在留期間更新許可申請の際に受入教育機関から当該留学生に係

る推薦状等の提出がなされることを条件とし，特に活動を指定して在留を

許可していること等を踏まえ，教育機関は，当該留学生が継続就職活動を

終了する際又は終了した後において上記（１）から（４）と同様の確認，

把握及び指導に努める。

（注１）適正かつ円滑な入国・在留審査を実施するため，不法残留者を発生さ

せていないこと等が認められる教育機関からの申請については，提出資

料を簡素化すること等の取扱いとする。

（注２）受け入れた留学生が，（１）の場合においては進学先教育機関に入学

した後，（２）及び（３）の場合においては在留資格変更許可申請（継

続就職活動を目的とする「特定活動」への申請を除く。）を行った後，

（４）の場合においては出国した後（みなし再入国許可により出国した

後に本邦に入国した場合）に不法残留となった場合には，受け入れた教

育機関から責任の所在が移っていることから，特段の事情がない限り，

教育機関の選定において，受け入れた教育機関が不法残留者を発生させ

たものとしては取り扱わない。

２ 所在不明となった留学生の取扱いについて

教育機関は，受け入れた留学生の在留資格に応じた活動を確認した最後の

日の翌日から３か月を経過した時点で当該留学生が所在不明となっていると

きは，地方入国管理局に対し，当該留学生の所在不明について届け出るよう

努める。

（注）上記の時点までに退学又は除籍等によって受入れを終了し，当該事由

について，既に地方入国管理局に届け出ているときは，所在不明について

改めて届け出る必要はない。



①　届出の対象者

②　届出機関

担 当 者

機 関 の 名 称

機 関 の 所 在 地

月
教育 ・研究活動へ
参加した最後の日

年

氏 名

生 年 月 日

住 居 地

在留カード番号

男 ・ 女

年 月 日 国 籍 ・ 地 域

届 出 年 月 日 年 月 日

留 学 生 の 所 在 不 明 に 関 す る 届 出

性 別

電話番号

〒

〒

日



年　　　月　　　日現在

（教育機関名 ： ）

報告内容

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

・ ・ ・ ・ （　　　　　　　　）

長期欠席となっている留学生数
うち1か月以上2か月未満の者 うち2か月以上3か月未満の者 総数

退学者数 0

上記のうち、所在確認の連絡がとれている者 除籍者数 0

所在不明者数 0

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 合計 0

（記入上の注意）

　１　前月中に退学、除籍又は所在不明（3か月、在留資格に応じた活動を確認していない者）となった者及び前月末で長期欠席となっている留学生数を記入し、各月１０日までに報告してください。

　２　「学籍番号等」の欄は、外国人留学生を受け入れるにあたって、学内等で付している学籍番号等を記載してください。

　３　「氏名」の欄は、中国人及び韓国人については漢字で、その他の者はアルファベットで省略することなく記載してください。

　４　「性別」、「在学形態の別」、「退学・除籍処分の有無」、「事由の別（報告内容）」、「事由の別（退学・除籍理由）」及び「措置内容」の欄は、該当するものを選択してください。

　５　「住所」の欄は、教育機関に届け出のあったものを記入してください。

　６　「事由の別（報告内容）」欄では、最後に在留活動を確認してから3か月以上経っている者は、退学・除籍処分の有無にかかわらず「所在不明」として報告してください。

　７　「事由の別（報告内容）」欄の（　）内には、事由発生日（判明日）を記載してください。

　８　「事由の別（退学・除籍理由）」は、退学・除籍となった理由を選択してください。複数該当する場合は、複数選択してください。

　９　「措置内容」には、退学等の後、教育機関が行った措置内容について選択してください。

 １０  「措置内容」の「国内進学・就職等の指導実施」は、当該事由に伴う在留資格変更の指導実施の有無を確認する項目です。

 １１ 「長期欠席となっている留学生数」は、月末時点で最後に在留活動を確認してから1か月以上の長期欠席者数について記入してください。

  １２ 退学者等名簿で行が足りない場合は、適宜追加してください。

退学者等名簿【大学・短期大学・高等専門学校】

国籍 学籍番号等 氏　　　名 性別 生年月日 在留期限 住　　　所 在学形態の別 退学・除籍処分の有無
事由の別

措置内容
左記報告のうち、退学・除籍となった事由



年　　　月　　　日現在

（教育機関名： 文科大学 ）

報告内容

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 退学 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

19 98 ・ 9 ・ 7 2019 ・ 3 ・ 31 （2018.8.4） 成績不良 その他 結婚のため ○ × ○

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 所在不明 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

19 86 ・ 9 ・ 7 2019 ・ 3 ・ 31 （2018.8.4） ○ × ×

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 所在不明 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

19 86 ・ 9 ・ 7 2019 ・ 3 ・ 31 （2018.8.4） × × ×

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 除籍 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

19 86 ・ 9 ・ 7 2019 ・ 3 ・ 31 （2018.8.4） 所在不明 授業料未納 ○ × ×

左記で「その他」を選んだ場合の在学形態 退学 理由１ 理由２ 理由３ 理由１～３で「その他」を選んだ場合の理由 入国管理局へ報告 帰国指導実施 国内進学・就職等の指導実施

19 86 ・ 9 ・ 7 2019 ・ 3 ・ 31 （2018.8.4） 他教育機関への入学・転学 ○ ○ ×

長期欠席となっている留学生数
うち1か月以上2か月未満の者 うち2か月以上3か月未満の者 総数

5 7 12 退学者数 0

上記のうち、所在確認の連絡がとれている者 除籍者数 1

3 7 10 所在不明者数 2

60% 100% 83% 合計 3

（記入上の注意）

　１　前月中に退学、除籍又は所在不明（3か月、在留資格に応じた活動を確認していない者）となった者及び前月末で長期欠席となっている留学生数を記入し、各月１０日までに報告してください。

　２　「学籍番号等」の欄は、外国人留学生を受け入れるにあたって、学内等で付している学籍番号等を記載してください。

　３　「氏名」の欄は、中国人及び韓国人については漢字で、その他の者はアルファベットで省略することなく記載してください。

　４　「性別」、「在学形態の別」、「退学・除籍処分の有無」、「事由の別（報告内容）」、「事由の別（退学・除籍理由）」及び「措置内容」の欄は、該当するものを選択してください。

　５　「住所」の欄は、教育機関に届け出のあったものを記入してください。

　６　「事由の別（報告内容）」欄では、最後に在留活動を確認してから3か月以上経っている者は、退学・除籍処分の有無にかかわらず「所在不明」として報告してください。

　７　「事由の別（報告内容）」欄の（　）内には、事由発生日（判明日）を記載してください。

　８　「事由の別（退学・除籍理由）」は、退学・除籍となった理由を選択してください。複数該当する場合は、複数選択してください。

　９　「措置内容」には、退学等の後、教育機関が行った措置内容について選択してください。

 １０  「措置内容」の「国内進学・就職等の指導実施」は、当該事由に伴う在留資格変更の指導実施の有無を確認する項目です。

 １１ 「長期欠席となっている留学生数」は、月末時点で最後に在留活動を確認してから1か月以上の長期欠席者数について記入してください。

  １２ 退学者等名簿で行が足りない場合は、適宜追加してください。

○

科目等履修生・研究生・聴講生等 ○

バングラデシュ 5678 ×× 男 △△ 科目等履修生・研究生・聴講生等

△△ 別科生 ×

スリランカ 4567 ■■ 男

大学院生 ×

△△

ネパール 3456 ◆◆ 男

△△ 学部生 ○

中国 2345 △△ 女 △△

退学・除籍処分の有無
事由の別

措置内容
左記報告のうち、退学・除籍となった事由

ベトナム 1234 ○○ 男

退学者等名簿【大学・短期大学・高等専門学校】

国籍 学籍番号等 氏　　　名 性別 生年月日 在留期限 住　　　所 在学形態の別
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